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Ⅰ．はじめに

本稿は、社会調査における傾向スコア分析の方法と手順を確認し、その適用を事例として報告
する。といっても、本稿は統計学としての貢献を目指すものではない。数理統計学に立脚した専
門研究としては、星野らによる卓越した研究書（星野 2009；高井・星野・野間2016）があり、
筆者としてはこれらと肩をならべようなどとは思っていない。本稿が意図するのは、あくまでも
覚え書き、初歩の統計学知識をなんとか所有する程度の筆者が、今後社会調査を行う上で必須と
なる傾向スコア分析の基礎的な発想と手順を整理しまとめておくことである。
日本の社会調査（socialsurvey）の方法論は、訪問面接法による高い回答率の確保を根幹とし

てきた。しかしながら、戦後70年の社会状況の変化の中で、訪問面接法の実施も、それによる高
回答率の確保も困難を極めるようになってきた。調査員の涙ぐましい努力にかかわらず、回答率
の低下には歯止めがかからず、今日の訪問面接法の回答率は郵送法や留め置き法を下回ることが
めずらしくない。これは日本だけでなく海外でも同じである。したがって、このような状況で必
要とされるのは、訪問面接法に代わる代替的調査法の開発と、回答率が低下したことで生じた偏
りを補正する技術の向上である（松田2015；埴淵・他2015）。しかしながら、これに関しては日
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傾向スコア分析を用いたウェブ調査の偏り補正を試行した。回答率低下への有効な対処がない現状で、
社会調査には適切なデータ補正の方法の導入が不可欠となっている。この点、旧来的なレーキングなど
の重み付けに比べると、傾向スコア分析は適用範囲も広く補正の効果も著しい。しかしながら、主に検
証事例の不足から、補正に必要な変数の予測がなかなかつかないという問題を抱えている。傾向スコア
分析は今後の社会調査には必須の技法となるため、一日も早い研究事例の蓄積が求められる。
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本の社会学者は腰が重い。一次集計結果を提示する際も重み付けによる補正（weighting）を行っ
ているものはきわめて珍しいし、補正を目的とした社会調査の研究もほとんど目にしない。だが、
こうした現状は一日も早く脱する必要がある。本稿で取り上げる傾向スコア分析も、本邦の社会
学者は無関心としかいいようのない状態であるが、これからは頻繁に利用され、社会調査の常識
となっていくと予想される。いや、そうならねば社会学者は社会調査に対する発言権を失ってし
まうのである。
社会調査データに傾向スコア分析を用いる場合、大きく二つの使い方がある。第一の使い方は、
既知の標本に対して社会調査を実施し、回答者と非回答者を比較する。通常の社会調査では得ら
れない非回答者からの情報を用いることで、非回答が発生した場合の影響を予測しようとする。
たとえば Olson（2006）は、裁判所の協力を得て離婚訴訟の記録を入手し、その訴訟の当事者に
社会調査への協力を依頼し、回答者と非回答者の比較を行った。その結果、回答者のうち非回答
者に近いと判定された人（傾向スコアの低い人）の方が不正確な回答をするとは断定できず、し
たがって回答率を高めても測定誤差が増大するとは必ずしも予想しえないという結論に至った１）。
Fricker&Tourangeau（2010）も同様に、縦断的（longitudinal）デザインの CurrentPopulation
Surveyの調査対象者の最初の２回の調査の回答内容を用い、その後の６回の調査依頼に対して
非回答となった人の回答内容を予測しようとした。その結論は、Olsonと同じく、非回答になり
やすい人は不正確な回答をするとは言い得ないというものであった。ただし、Frickerらは、非
回答になりやすい人は項目非回答の発生率が高いことも指摘している。
もう一つの使い方は、旧来型の社会調査とウェブ調査を並行して行い、傾向スコア分析を用い
てウェブ調査の結果を補正しようとするものである（Lee2006a;Lee2006b;Schonlauet.al.2009）。
ウェブ調査の場合、旧来の社会調査法と異なり、標本抽出という手順を踏まないのが一般的であ
る。ウェブ調査では、インターネット上のホームページなどでの広告や通販サイトでの登録メー
ルアドレスを通じて事業者が協力者を募り、募集に応えた人をプールしておき、このプールされ
たモニターないしはパネル（panel）２）に対して社会調査の依頼を行う。したがってウェブ調査の
場合、インターネットを使わない人が回答者になることがない（網羅誤差が大きい）だけでなく、
そもそも自発的にモニターあるいはパネルに応募する人々がどのような人々なのか、応募しない
人たちとどのように異なっているのかが全く分からない（selectionerrorもしくは frameerror）。
これは旧来の社会調査法では想定されていなかった事態である。そのためにウェブ調査の場合は、
どのような理由でどのような項目にどのような偏りが生じているのかを予想できない。そこで、
ウェブ調査では、旧来的な社会調査の結果と対比させて偏りの出方を把握し、適切な補正の方法
を考案していく必要がある。このために傾向スコア分析を用いようというわけである。

Ⅱ．傾向スコア分析の基本論理

傾向スコア分析（propensityscoreanalysis）は、主に心理学や疫学などで採用される実験的研
究（experimentalresearch）の場面を想定して考案された。実験的研究では、被験者を二つのグ
ループに分け、一つのグループ（処置群 =treatmentgroup）の被検者に対しては疫学的（新薬
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の投与など）・心理学的（映像を見せるなど）処置を行い、処置を行わないもう一つのグループ
（統制群=controlgroup）と比較して、症状の改善や行動の変化に差がみられるかを検証する。
この際に前提となるのが、グループの割り振りがランダムであること、つまり処置群に振り分け
られた被験者と統制群に振り分けられた被験者との間に差が存在しないことである。処置を行う
前は同じだったのに処置を行った後は差が生じたことが確認されることで、行った処置が症状や
行動を変える効果があったとみなされるわけである。
しかしながら、このランダムな割り振りは、実際の場面ではきわめて困難もしくは不可能なこ
とが少なくない。たとえば疫学を例にあげれば、ガンであれインフルエンザであれ、開発中の新
薬の効果を検証するような場合、処置群に症状の重い患者が集まり、統制群は症状の軽い患者か
ら構成されるようなことが生じる。これは様々な理由によるが、その一つに、実験の実施に携わ
る調査者が、重度の患者に対しては新薬の効果に一縷の望みを託そうとし、軽度の患者であれば
新薬の予想外の副作用が生じることを恐れる、そうした感情を意識的・無意識的に反映させてし
まうという指摘がされている。ところが新薬を投与された処置群の患者が重度の患者ばかりだと、
たとえ新薬が効果を発揮しても、処置後の症状は処置群の方が重いという事態が生じる。これで
は実験の結果を受け入れることはできない。
被検者のランダムな振り分けを妨げる要因は少なくない。調査者自身が多少とも無意識のうち
に感情を働かせる、被検者が自ら実験の状況を変えるような行動をとる、実験の内容によりラン
ダムな被検者の振り分けが倫理的に不可能とされる、など。こうした要因を交絡要因（confounding
factor）という。そして、この交絡要因が働くことで実験の結果に偏りが生じる。したがって、
この交絡要因の影響をなんらかの方法でコントロールしてやる必要がある。実験の状況設定にも
よるが、交絡要因は容易に特定できる場合もあるし、特定が難しい場合もある。特定が容易な例
としては、処置群に比較的年齢の高い被検者が集まり、この年齢の違いが交絡要因となって働い
ていると推測される場合がある。このような場合、同じ年齢の被検者を選んで比較する、あるい
は年齢に対し重み付け（weight）を与えるといった方法で交絡要因の影響をコントロールするこ
とができる。では、複数の変数が交絡要因を構成している場合はどうすればいいか。これが傾向
スコア分析の出発点となる。
傾向スコア分析の手順は、まず観察された変数を用いて交絡要因の特定とその影響を測定し、
次いでこの交絡要因の影響を個々のケースに対して重み付けを行うことで調整する、という二段
階になっている（Lee2006b;Leite2017）。まず、この第一段階となる交絡要因の影響の測定につ
いて、もっとも平易な統計モデルを用いて表現すると、以下のようになる（Leite2017）。標本が
処置群と統制群に振り分けられており、その標本の個々について観察された変数が共変量を構成
している場合、

logit（Zi＝1│X）＝β0＋β1X1＋…βkXk
ただし、

logit（Zi＝1│X）＝log（ ）
Zi＝0：統制群
Zi＝1：処置群

P（Zi＝1）
1－P（Zi＝1）
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すぐに理解できるように、これはロジスティック重回帰分析のモデルである。つまり、観察され
た変数X1から Xkを独立変数として、個々のケースが統制群に属するか処置群に属するかをロジ
スティック重回帰分析によって予測しようというわけである。年齢なり性別なり血圧なり、処置
群と統制群との間に差が存在すれば、その独立変数が有意に現れる。有意でなければ処置群と統
制群の間に差がなく、したがって交絡要因としては作用していないということになる。そして、
この回帰方程式における期待値（ei（X））、つまり個々のケースが処置群になる確率を傾向スコア
（propensityscore）と呼ぶ。したがって傾向スコアとは、「観察された共変量が与えられたとき
の処置群に割り当てられる条件つき確率」（Leite2017,5）と定義される。
次に個々のケースに与えられた傾向スコアから重み付け値（weight）を算出し、これを補正に
用いる。重み付け値の算出方法はいくつか提唱されている（Leite2017）。もっとも一般的なもの
を紹介していくと、
<1> ATT（averagetreatmenteffectonthetreated）は、

Wi＝Zi＋（1－Zi）

と定義される。この が、先のロジスティック回帰分析の従属変数（指数関数変換を

行ったもの）である。したがって、もし統制群（Zi＝0）であれば、

Wi＝0＋（1－0） ＝

もしも処置群（Zi＝1）であれば

Wi＝1＋（1－1） ＝1

となる。つまりATTは、統制群に重み付けを行い、処置群に共変量をそろえる方法である。
<2> ATE（averagetreatmenteffect）は、

Wi＝ ＋

と定義される。この時、統制群（Zi＝0）であれば、

Wi＝ ＋ ＝

処置群（Zi＝1）であれば、

Wi＝ ＋ ＝

となる。要するに、ATEは、処置群であれば傾向スコアの逆数、統制群であれば１から傾向ス
コアを引いた数の逆数が重み付け値となる。
ATTもATEも、傾向スコア分析の重み付け値としては、もっとも計算が簡単なものである。

ただし、それだけに注意すべき点も多い。例えば ATEは概念的にも非常にシンプルでわかりや
すい半面で、データの性質によっては極端に大きい、あるいは小さい値をとるケースが現れるこ

ei（X）
1－ei（X）

ei（X）
1－ei（X）

ei（X）
1－ei（X）

ei（X）
1－ei（X）

ei（X）
1－ei（X）

Zi
ei（X）

1－Zi
1－ei（X）

0
ei（X）

1－0
1－ei（X）

1
1－ei（X）

1
ei（X）

1－1
1－ei（X）

1
ei（X）

奈良大学大学院研究年報 第23号（2018年）

栗4栗



とがある（Leite2017）。これは外れ値を生み出しやすい社会調査データの場合は特に注意を要す
る点で、この点を考慮した場合にアルターネイティブになるのが次の層化重み付け法である。
<3> 層化重み付け法（stratifiedweighting）
Lee&Valliant（2009）によれば、層化重み付けの手順は、まず処置群も統制群も含め、すべ

てのケースを傾向スコアの高低によってクラスター化する。一般的には５つ程度のクラスターに
分ける（五分位化）ことが多い。各クラスターに入るケースの数は同じだが、クラスターごとに
処置群と統制群の割合は異なる。この割合を均一化するためには、

fc≡

ncR :統制群のうち、そのクラスターに入った数
nR :統制群のケースの総数
ncW :処置群のうち、そのクラスターに入った数
nW :処置群のケースの総数

をクラスターごとに算出し、それを処置群の重み付け値として与えればよい。（統制群の重み付
け値は１を与える）。こうすることで、処置群と統制群の共変量は等しくなる。つまり層化重み
付け法は、ATEとは逆に処置群に重みをつける。

Ⅲ．事 例

傾向スコア分析の手順を実際のデータを用いて再確認しよう。この事例でデータとして用いる
のは、2016年12月に筆者と共同研究者が行った「外国との付き合い方に関する意識調査」３）と題
する、関西六県に居住する25歳以上69歳以下の日本人男女を対象とした意識調査である。この調
査の目的は、若年者を中心に広がっているとされる「右傾化」といわれる現象の分析にあった。
インターネット上では、外国や外国人に対する排外的な言論や他者に対する攻撃的な意見が強く
現れるといわれる。いわゆる「ネット右翼」と呼ばれる現象である。この理由は、インターネッ
ト上では検索エンジンの働きにより自分と同様な意見・考え方の情報ばかりに接することになり、
その結果、意見が極端な方向に強化されてしまうから（Sunsteen2007；パリサー2012）といわ
れている。この理論に従えば、インターネットのヘビーユーザーほど右翼的、つまり中国や韓国
に対して批判的で愛国主義的になるはずである。ところが、ウェブ調査にモニター登録する人は、
そもそもインターネットのヘビーユーザーが多いと予想される。すると、モニター登録型のウェ
ブ調査で右傾化や愛国心といった事柄を把握しようとすると、偏りが生じる危険性が高い。ここ
で傾向スコア分析の登場となる。つまり、このリスクに対処するために、旧来型の社会調査とモ
ニター登録型のウェブ調査を並行して実施し、回答者の基礎属性やインターネット利用の状況が
等しくなるように共変量のバランスを取り直した上で、愛国心などの右翼的傾向をあらためて検
討する必要性が生じる。
この目的のため、まず一般的な登録モニター型のウェブ調査業者に依頼し、上記条件に合致す
る調査対象者からの回答を収集してもらった（合計400名）。これを「処置群」とおいた。これと

ncR/nR
ncW/nW
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同時に、住民基本台帳から無作為に抽出した調査対象者に対して、業者に委託したものと全く同
じ内容の質問を全く同じ回答方式（ウェブ回答）で依頼し、回答を得た。こちらが旧来型の社会
調査に準じるもの、いわゆる「統制群」ということになる。調査の実施過程の詳細については省
略するが、業者委託のデータについては標本抽出を行っていないので回答率は不明、住基台帳か
らサンプリングしたデータについては、依頼総数1200件に対し有効回答数274件つまり22.8％と
なった４）。
まず、この二つの調査の回答者を比べてみよう。表１にまとめたとおり、登録モニターからの
回答（モニター標本）と住基台帳からの回答（住基標本）とでは、年齢（モニター標本の方がや
や高齢）、未婚者割合（モニター標本の方が未婚者が多い）、世帯所得（モニター標本の方が低い）
などの項目について差が現れている。またインターネットの利用時間についても、休日の利用時
間でモニター標本の方がはっきりと長くなっている。つまりモニター標本は、インターネットの
ヘビーユーザーに偏っていることがわかる５）。

では、実際に傾向スコア分析を行ってみる。まず、第一段階のロジスティック回帰分析の変数
設定から始めると、ウェブ調査の偏り補正を目的とする場合、一般的に補正対象となるウェブ調
査を１、比較のための調査もしくは準拠となる調査を０とした変数を従属変数とおく（Lee2006b）。
共変量つまり独立変数となる変数は、交絡要因として作用している可能性のある変数、したがっ
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FSt.DevMean平均年齢
9.84**11.2646.49住基標本

11.2349.26モニター標本
FSt.DevMean女性割合
3.710.500.48住基標本

0.490.41モニター標本
FSt.DevMean未婚者割合
9.90**0.370.16住基標本

0.440.27モニター標本
FSt.DevMean教育年数
6.23*1.9214.77住基標本

2.0414.38モニター標本
FSt.DevMean世帯所得

18.29**410.0641.6住基標本
397.1505.4モニター標本

FSt.DevMean平日Web時間
1.702.562.88住基標本

2.383.13モニター標本
FSt.DevMean休日Web時間

35.00**1.872.46住基標本
2.843.66モニター標本

FSt.DevMeanWeb活動
15.23**5.1818.20住基標本

6.1916.40モニター標本

表１ 住基標本とモニター標本の回答者

*p<0.05
**p<0.01



てコントロールする必要のある変数となる。ただし、共変量としてどの変数を含めるかについて
は、研究者ごとに意外なほど意見が異なる。Lee（2006b）は、共変量は回答者の基本的属性に限
定すべきと主張するが、Schonlauet.al.（2009）は、基本的属性だけでなく行動や態度に関する項
目も含めるべきと主張する。共変量となる変数を増やすことの利点は、独立変数が増えることで
決定係数が上がり、そのために補正の正確さが向上するという点にある。逆に難点といえるのが、
処置変数が何であるかが不明瞭になる点である。ここでは基本的属性にあたる年齢・性別・婚姻
状態・教育年数・就労状態・世帯所得とインターネットに関する行動特性変数である平日ウェブ
利用時間・休日ウェブ利用時間・ウェブ活動スコアを共変量つまり独立変数とした６）。

表２がその結果である。このモデルの尤度比カイ二乗統計量は110.05、p<0.01、疑似決定係数
は0.130であった。つまり決定係数が大きいわけではないが、統計学的にはモデルが成立している
ことがわかる。言い換えれば、年齢、性別、婚姻状態、世帯所得、平日および休日のウェブ利用
時間、およびウェブ活動スコアに関して、モニター標本（処置群）と住基標本（統制群）との間
に差が存在する。
次に、この結果から層化重み付け法を用いて、補正のための重み付け値を算出する。ロジス
ティック回帰分析によって、個々のケースについて傾向スコアが算出された。これを五分位化し
たときのケース件数が表３である。

吉村：社会調査の偏り補正に関する覚え書き

栗7栗

P>|z|z標準誤差オッズ比
**0.0082.640.0781.190年齢
*0.014－2.450.0010.998年齢二乗
*0.037－2.080.1310.662女性ｄ
*0.0432.020.4211.666未婚ｄ

0.228－1.210.0450.945教育年数
0.076－1.770.1600.644就労ｄ

**0.010－2.590.0000.999世帯所得
*0.025－2.240.0480.885平日Web時間
**0.0005.760.0871.424休日Web時間
**0.000-3.790.0560.755Web活動
**0.0042.910.0021.006Web活動二乗

0.9530.062.0331.113（定数）

表２ ロジスティック回帰分析アウトプット

*p<0.05
**p<0.01

重み付け値（計）モニタ標本住基標本五分位
3.53912941881
1.36612870582
0.89412883453
0.62112893354
0.236128112165

641399242（計）

表３ 層化重み付け（５層）のケース件数ならびに重み付け値



第一五分位から見ていくと、統制群（住基標本）は全体で242件（nR＝242）で、このうち第一
五分位に入るのが88件（ncR＝88）、さらに処置群（モニター標本）は全体で399件（nW＝399）、第
一五分位に入るのが41件（ncW＝41）なので、

f1＝（88/242）/（41/399）＝3.539
同様に第五五分位まで算出し、これらの値を処置群（モニター標本）の重み付け値とする。なお、
住基標本は準拠となるデータであるので、こちらの重み付け値は一律で１となる。
これを用いて、右傾化に関する態度測定項目の点数を補正前と補正後で比較したのが表４であ
る。この調査では中国および韓国に対する好感度を「親しみを感じる」・「国家元首が好き」・「外
交関係改善の必要性がある」・「芸能文化歴史に興味がある」・「その国から来た知人友人がいる」・
「旅行などで行ってみたい」の６項目で測定している。愛国心については辻（2008）にしたがっ
て６項目を設定、その合計点で測定した。

住基台帳から抽出した回答とウェブ調査事業者の登録モニターからの回答を補正しない状態で
比べると、登録モニターからの回答者の方が中韓に対してネガティブで愛国心も弱い。もしもこ
の態度の差が回答者の基本的属性やインターネットの利用の仕方の違いによって生じたものであ
るとすれば、傾向スコアを用いて補正すれば、差が消えるはずである。だが、補正後の平均値の
違いを見ると、やはりモニター標本の方が中韓に対して否定的で愛国心に対しても批判的という
結果が出ている。点数差を見る限り、中韓に対する好感度は補正によって多少は向上している様
子が見られるが、まだ住基標本との差が顕著に残っている。愛国心についてはほとんど変化がな
い。つまり傾向スコア分析によって基本的属性やインターネット活動の特性の違いがもたらす影
響をコントロールしても、右傾化に関連する態度の違いは残存していることになる。

Ⅳ．考 察

傾向スコアを用いてモニター登録型のウェブ調査の「偏り」を補正できるか。補正の技術とし
ての傾向スコア分析は、きわめて高いポテンシャルを示している。しかしながら、本稿でとりあ
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補正後補正前
FSt.DevMeanFSt.DevMean中国への好感度

12.34**4.51－4.1238.49**4.67－4.00住基標本
4.85－5.484.68－6.28モニター標本

FSt.DevMeanFSt.DevMean韓国への好感度
10.92**4.88－3.3939.97**4.91－3.41住基標本

5.34－4.794.96－5.87モニター標本

FSt.DevMeanFSt.DevMean愛国心
10.06**4.795.7513.04**4.715.76住基標本

5.044.475.094.35モニター標本

表４ 右傾化測定項目の平均値、傾向スコアによる補正前と補正後

**p<0.01



げた事例に関する限り、まだ不十分な補正と言わざるを得ない。本稿の事例で補正が不十分に終
わった理由として考えられるのは、第一に統制すべき共変量が適切にモデルに含まれていなかっ
たという可能性である。このロジスティック回帰分析の疑似決定係数は0.13。これは説明力とし
ては低いとみなさなければならない。決定係数が高いほど予測が正確になり適切な補正ができる
ようになるのだから、属性やウェブ活動に関する質問項目を再確認し見過ごしていた変数をモデ
ルに含める、連続量の変数をカテゴリー化してみる、二次関数・三次関数でのフィットを試みる
など、決定係数を高めるようなモデルを構築する必要がある。もしも決定係数があがることで、
この中韓への好感度や愛国心の差が消えていけば、ウェブ調査の偏りを適切に補正することがで
きているということになる。
もしもモデルを見直しても態度に関する差が残るとしたら、あらかじめ予想して測定された変
数以外に好感度や愛国心に影響をおよぼす要因があるということになる。これが第二の可能性で
ある。わかりやすく言うと、ウェブ調査のモニター登録をする人が、インターネットのヘビー
ユーザーであるというだけではなく、なにか他の人々とは異なる特定の行動特性あるいは心性を
持っていて、それが態度測定の場面で影響をおよぼしているという可能性である。こちらの場合
であれば、研究事例を蓄積していくことで、この特性が少しずつ明らかになっていくことが期待
できる。
個別の事例を離れ、ウェブ調査の偏りの補正という全体的な文脈に立ち戻ると、傾向スコア分
析の有用性に驚かされると同時に、実用面での難しさも目につく。第一の難点は、本事例でも見
られたように、高い決定係数が得られないことが少なくないという点である。決定係数が低いと
補正の精度も低下する。一回や二回程度、散発的に行った社会調査では、決定係数を高めるため
にどのような変数が必要であるかがわからず、結果として補正も不十分なものにとどまらざるを
得ない。
第二の難しさとは、傾向スコア分析は常に準拠すべきデータを必要とするという点である。レー
キング（raking）などの旧来的な重み付けの方法は、母集団に関する周辺分布がわかっていれば
適用できた。これは便利であると同時に、年齢や性別などの限られた変数についてのみ補正が可
能ということでもあった。これに対し、傾向スコア分析は基本的属性だけでなく行動特性や態度
なども補正の基準とすることができる。これについては、補正の精度が飛躍的に高まることを期
待できるのだが、それは同時に、これらの行動特性や態度などについて、周辺分布だけでない情
報を必要とするということでもある。つまり傾向スコア分析は、常に比較対象となるデータ、「正
解」とみなし得るデータが存在することで初めて適用可能となる。ウェブ調査の場合でいえば、
ウェブ調査の結果が偏っていて補正したいと望むのであれば、ウェブ調査と異なる方法（訪問面
接法や郵送法など）で得られた、同じ内容で偏りのないデータが必要となるのである。これは、
ある意味で矛盾する点である。つまり、根本的な問題として、旧来的な社会調査の実施が困難に
なっているからこそウェブ調査への移行が期待されるのであり、常に旧来的な方法に基づく社会
調査の実施を伴わねばならないということであれば、そもそもウェブ調査を実施する必要性はな
い。
この問題への対処であるが、比較実験を繰り返すことで補正に有効な変数が次第に特定され、
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補正に必要な係数（重み付け値）が経験的に安定して予測できるようになれば、やがて準拠デー
タを収集する必要はなくなっていく。ウェブ調査で旧来的な社会調査法と同じデータが得られる
ことになれば、困難さを抱えた旧来的な社会調査法からウェブ調査への移行が進む。これは社会
調査の一つの方向性といってよい。だが、そのためには、補正のための予測が安定してくること
が必須となる。結局のところ、ウェブ調査への移行に必要なのは、なによりも事例の蓄積と経験
的なノウハウの構築ということになる。
これまでは社会調査のデータ補正といえば、性別や年齢など、ごく限られた属性についてしか
行い得ず、しかもその補正がどこまでうまくいっているかもはっきりしないことが多かった。こ
れに比べると傾向スコアによる補正は、基礎属性だけでなく行動の特性や場合によっては心的特
性なども用いることが可能となる。この点、補正の幅は飛躍的に広がったといってよい。

注

１）回答率とデータの正確さとの関係については別稿で論じる予定だが、この点も覚え書きとして付記して
おく。回答率が上がるほど収集された情報が正確になると考えるのは社会学者であり、心理学者や社会
心理学者は回答率が上がるとむしろ情報の信ぴょう性は低下すると考える。これは、社会学者と心理学
者でイメージしている非標本誤差の種類が異なることから生じる見解の相違といってよい。社会学者は
回答率の高低を非回答誤差の問題、つまり回答している人と回答していない人が異なっていることで生
じる偏りとみなす。そのため、回答率が上がる（回答していない人が相対的に減る）ことで収集した情
報は正確になると考える。これに対し心理学者の場合、関心のない人に無理に回答を求めてもいい加減
な回答、不正確な回答しか得られず、結果として情報の正確さが低下すると考える。つまり心理学者は
回答率が上がることで測定誤差が増大するリスクを重視する。それ故、社会学者は回答率を高めること
に血眼になり、心理学者は高い回答率に疑いのまなざしを向ける。単純に、回答率は高いほうがいい、
というものではない。このあたりの研究事例については、吉村（2017）を参照されたい。

２）一般的に社会調査の専門用語でパネル（panel）という場合、縦断的（longitudinal）調査における個々の
フェーズ（調査の時点）を指す。これに対してウェブ調査の場合、調査対象となった個々人をパネルと
呼ぶ（Collegaroet.al.2014）。標本（sample）とよぶことはほとんどない。標本抽出していないものを標
本と呼べるかといわれると確かにその通りだが、用語法に混乱の印象があるのは否めない。ともあれ、
こうした用語法の変化がどのような理由で生じたかは、はっきりしないが、おそらく2010年前後にはこ
うした用語法が定着してきたと思われる。例えばウェブ調査について比較的早期に著されたBest&
Krueger（2004）ではsampleという用語を用いているが、10年後のTourangeauet.al.（2013）ではpanel
もしくはvolunteerwebpanelという表現で一貫させている。

３）この調査は、平成27～29年度文科省科研費基盤研究（C）：課題番号JP15K03827『社会学的知見に基づく
Web調査の代表性の分析』（代表研究者：吉村治正）および大川情報通信基金2015年度研究助成『イン
ターネット調査の偏向性の研究』（助成番号15-23、代表者：吉村治正）の助成を受けて行われた。

４）依頼者1200名の内訳は、宛先不明６件、拒否連絡226件、郵送回答（希望者のみ：有効回答件数に数えず）
80件、無効回答13件、無反応602件、そして有効回答件数273件であった。

５）表中のウェブ活動というのは、メールの送受信・ネットニュースの閲覧・ネットサーフィン・ネット通
販・オンラインゲーム・SNS・動画鑑賞・ブログの開設や更新・他人のブログへの書き込みの9項目につ
いての利用頻度をスコア化し合計したもので、得点が高いほどインターネットでの活動に深くかかわっ
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ていることを示している。
６）ダミー変数の定義は以下の通り。女性ｄ（女性＝１、男性＝０）、未婚ｄ（未婚者＝１、既婚・離死別＝

０）、就労ｄ（就労中＝１、不就労＝０）。なお、世帯所得の単位は万円、平日および休日ウェブ時間の
単位は時間。
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Summary

Thisisamemorandumregardingamethodofsurveydataadjustment.Facingtounremitting
growthofrefusalandconsequentdeclineofresponserates,surveyresearchershaveurgent
demandforsomereliableadjustmentmethods.Propensityscoreanalysis(PSA),astatistical
proceduretoreduceWebsurveybiasesthroughcontrollingcovariates,isforthispurpose
practicedandexamineditsusability.Theresultisremarkable;thePSAshowsaquitehigh
potentialcomparingtoconventionalcell-weighting,butsimultaneouslysuggestsadifficultyto
buildeffectivemodelsinactualsituations.Furtherimplicationsarediscussed.

Keywords：propensityscoreanalysis,Websurvey,bias
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